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平成１４年度

第３章 個別の検査結果

第２節 団体別の検査結果

第１６ 独立行政法人国立特殊教育総合研究所、

第１７ 独立行政法人大学入試センター、

第１８ 独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センター、

第１９ 独立行政法人国立女性教育会館、

第２０ 独立行政法人国立青年の家、

第２１ 独立行政法人国立少年自然の家、

第２２ 独立行政法人国立科学博物館、

第２３ 独立行政法人放射線医学総合研究所、

第２４ 独立行政法人国立美術館、

第２５ 独立行政法人国立博物館、

第２６ 独立行政法人文化財研究所、

第２７ 独立行政法人農林水産消費技術センター、

第２８ 独立行政法人種苗管理センター、

第２９ 独立行政法人家畜改良センター、

第３０ 独立行政法人肥飼料検査所、

第３１ 独立行政法人林木育種センター、

第３２ 独立行政法人さけ・ます資源管理センター、

第３３ 独立行政法人農業技術研究機構、

第３４ 独立行政法人農業生物資源研究所、

第３５ 独立行政法人農業環境技術研究所、

第３６ 独立行政法人農業工学研究所、

第３７ 独立行政法人食品総合研究所、

第３８ 独立行政法人国際農林水産業研究センター、

第３９ 独立行政法人森林総合研究所、

第４０ 独立行政法人水産総合研究センター、

第４１ 独立行政法人教員研修センター

平成１３年度決算検査報告掲記の意見を表示し又は処置を要求した事項に対する処置状況

国から承継した資産等に係る会計経理について

（平成１３年度決算検査報告参照）

１ 本院が要求した是正改善の処置
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（検査結果の概要）

独立行政法人は、国民生活及び社会経済の安定等の公共上の見地から確実に実施される

ことが必要な事務・事業であって、国が自ら主体となって直接に実施する必要のないもの

のうち、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるものなどにつ

いて効率的かつ効果的に行わせることを目的として、国が有する権利及び義務を承継して

設立されたものである。

独立行政法人の設立の際に国から承継される権利及び義務は 〔 〕国の部局又は機関、 1
の所属に属する土地、建物等に関する権利及び義務 〔 〕独立行政法人の設立の際、現、 2
に国の部局又は機関に使用されている物品に関する権利及び義務 〔 〕独立行政法人の、 3
業務に関し国が有する権利及び義務のうち〔 〕及び〔 〕以外のものであって、主務大臣1 2
が指定するものとなっている。

独立行政法人の会計は、原則として企業会計原則によるものとされている。そして、独

立行政法人の有する公共的な性格等の特殊性を踏まえて企業会計原則に必要な修正を加え

た独立行政法人会計基準（以下「会計基準」という ）等が公表され、独立行政法人がそ。

の会計を処理するに当たって従わなければならない基準とされた。また、そこに定められ

ていない事項については一般に公正妥当と認められる企業会計原則に従うものとされてい

る。

独立行政法人の制度については、国による事前関与・統制を極力排し、事後チェックヘ

の重点の移行を図ることとされ、この事後チェックのためには業績評価が正しく行われる

ように正確な財務報告が求められるところである。

そこで、独立行政法人の最初の決算期となる平成１３事業年度の決算に当たり、国から

承継された権利及び義務が財務諸表等に適正に計上されているかなどについて検査したと

ころ、２６独立行政法人において、次のとおり会計基準等に照らして適切でない事態が見

受けられた。

（１） 承継資産の計上について

ア ３独立行政法人では、国から承継した物品のうち、確認漏れなどにより展示品、机等

の一部を財務諸表に計上していなかった。

イ ２４独立行政法人では、国が１２年度に新規に調達して独立行政法人に承継した会計

システム等のソフトウェアについて、国において消耗品として取り扱われ承継財産リスト

に登載されていなかったことなどから、評価額はないとして財務諸表に計上していなかっ

た。

ウ １８独立行政法人では、国から承継した電話加入権について、承継時において適正な

時価評価ができなかったなどとして、財務諸表に計上していなかった。

（２） 国有資産の維持・運営に要する費用の計上について
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１０独立行政法人では、国が独立行政法人等の研究業務を支援するために設置した共同

利用施設を対価を支払わないで利用しているが、国においてこれら施設の維持・運営に要

する費用のうち当該独立行政法人の業務に係る費用を財務諸表に計上していなかった。

（３） 科学研究費補助金の計上について

６独立行政法人では、独立行政法人に所属する研究者に国から交付された科学研究費補

助金を独立行政法人の預金口座に受け入れて、その事務局で管理（以下「機関管理」とい

う ）しているが、その１３事業年度中の交付額を各月の合計残高試算表等に計上してい。

なかった。

このような事態が生じているのは、１３事業年度は独立行政法人として設立されて１年

目と日が浅いこと、会計基準等の運用に係る助言等が必ずしも十分でなかったことにもよ

るが、各独立行政法人において会計基準、企業会計原則等に関する理解が＋分でなかった

ことなどによると認められた。

（検査結果により要求した是正改善の処置）

第２期の財務諸表等の作成に向けて、会計基準、企業会計原則等に関する理解を深め、

資産及び費用等の認識・計上処理を適切に行い、財務諸表等の真実性の向上を期する要が

あるとして、２６独立行政法人の理事長等に対し１４年１１月に、会計検査院法第３４条

の規定により是正改善の処置を要求した。

２ 当局が講じた是正改善の処置又は当局の処置状況

（当局が講じた是正改善の処置）

前記（１）アの国から承継した資産のうち物品が財務諸表に計上されていなかった事態

については、本院の検査における指摘により、各独立行政法人の１３事業年度の財務諸表

において是正されている。そして （１）イ及びウのソフトウェア及び電話加入権を財務、

諸表に計上していなかった事態については、各独立行政法人において、本院指摘の趣旨に

沿い、１４事業年度の財務諸表に計上し、正確な財務情報を開示する処置を講じた。

また （３）の機関管理している科学研究費補助金を各月の合計残高試算表等に計上し、

ていなかった事態については、１法人において、本院の検査における指摘により、１３事

業年度から預り金として合計残高試算表に計上されている。そして、同法人を除いた５法

人においては、本院指摘の趣旨に沿い、１４事業年度の各月の合計残高試算表等に預り金

として計上する処置を講じた。

（当局の処置状況）

前記（２）の国が設置した共同利用施設の維持・運営に要する費用のうち独立行政法人
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の業務に係る費用の財務諸表への計上については、各独立行政法人（注）と主務省との間

で具体的な表記方法の検討を行っている。

（注） 各独立行政法人 独立行政法人種苗管理センター、独立行政法人林木育種センタ

ー、独立行政法人農業技術研究機構（１５年１０月１日以降は独立行政法人農業・生物系

特定産業技術研究機構 、独立行政法人農業生物資源研究所、独立行政法人農業環境技術）

研究所、独立行政法人農業工学研究所、独立行政法人食品総合研究所、独立行政法人国際

農林水産業研究センター、独立行政法人森林総合研究所、独立行政法人水産総合研究セン

ターの１０法人

上記の是正改善の処置又は処置状況を法人別に示すと、次のとおりである。

１６ 独立行政法人林木育種センター

○承継資産について

・ソフトウェア

国から承継したソフトウェア１７，１４６，０１５円について１４事業年度において損

益計算書の費用に計上する処置を講じた。

○国有資産の維持・運営に要する費用について

共同利用施設の利用に係る費用のうち、法人の業務に係る費用の財務諸表への計上につ

いては、主務省と連絡を取りながら、具体的な表記方法の検討を行っている。

（１～１５、１７～２６の独立行政法人については掲載を省略）


